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(表示単位未満切捨て)

１．2023年３月期第３四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年12月31日）

(1) 連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第３四半期 1,550,762 △0.3 344,305 △12.7 247,478 △13.9

2022年３月期第３四半期 1,555,660 18.4 394,519 25.6 287,633 27.0
(注)包括利益2023年３月期第３四半期△867,663百万円(－％) 2022年３月期第３四半期 127,045百万円(△95.1％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

円 銭 円 銭

2023年３月期第３四半期 66.02 －

2022年３月期第３四半期 76.72 －
　

(注) 「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2023年３月期第３四半期 226,811,503 9,244,868 4.0

2022年３月期 232,954,480 10,302,261 4.4
(参考) 自己資本 2023年３月期第３四半期 9,204,725百万円 2022年３月期 10,270,220百万円
　

(注) 「自己資本比率」は、「期末純資産の部合計－期末非支配株主持分」を「期末資産の部合計」で除して算出し
　 ております。
　 なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2022年３月期 － 0.00 － 50.00 50.00

2023年３月期 － 0.00 －

2023年３月期(予想) 50.00 50.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

　

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
１株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 445,000 △9.3 320,000 △9.8 85.37
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注) 詳細は、【添付資料】Ｐ.５「(会計方針の変更)」をご覧ください。
　

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2023年３月期３Ｑ 3,749,545,020株 2022年３月期 3,749,545,020株

② 期末自己株式数 2023年３月期３Ｑ 1,506,903株 2022年３月期 755,900株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期３Ｑ 3,748,152,670株 2022年３月期３Ｑ 3,748,748,660株
　

(注) 期末自己株式数には、株式給付信託が保有する当行株式が、2023年３月期第３四半期1,436,900株、2022年
３月期685,900株含まれております。また、期中平均株式数の計算において控除する自己株式数には、株式
給付信託が保有する当行株式が、2023年３月期第３四半期1,322,348株、2022年３月期第３四半期726,360株
含まれております。

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料は、株式会社ゆうちょ銀行（以下「当行」といいます。）及びその連結子会社（以下「当行グループ」と
いいます。）の企業情報等の提供のために作成されたものであり、国内外を問わず、当行の発行する株式その他の
有価証券への勧誘を構成するものではありません。
　本資料には、見通し、計画、目標などの将来に関する記述がなされています。これらの記述は、本資料の作成時
点において当行が入手している情報に基づき、その時点における予測等を基礎としてなされたものです。また、こ
れらの記述は、一定の前提（仮定）の下になされています。これらの記述または前提（仮定）は、客観的に不正確
であったり、または将来実現しない可能性があります。
　このような事態の原因となりうる不確実性やリスクとしては、リスク管理方針及び手続の有効性に係るリスク、
市場リスク、市場流動性リスク、資金流動性リスク、信用リスク、オペレーショナル・リスク等、事業戦略・経営
計画に係るリスク、業務範囲の拡大等に係るリスク、事業環境等に係るリスク、新型コロナウイルス感染症の拡大
等の状況、国内外の金融政策に係るリスク、その他様々なものが挙げられますが、これらに限られません。当行グ
ループの業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があると、当行が認識している重要な事実については、有価証
券報告書及び最新の四半期報告書をご参照ください。
　なお、本資料における記述は本資料の日付（またはそこに別途明記された日付）時点のものであり、当行はそれ
らの情報を最新のものに随時更新するという義務も方針も有しておりません。したがって、将来の見通しと実際の
結果は必ずしも一致するものではありません。
　また、本資料に記載されている当行グループ及び日本郵政グループ以外の企業等に関する情報は、公開情報等か
ら引用したものであり、かかる情報の正確性・適切性等について当行は何らの検証も行っておらず、また、これを
保証するものではありません。また、本資料の内容は、事前の通知なく変更されることがあります。
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１．四半期連結財務諸表及び主な注記

　(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

現金預け金 66,667,709 65,983,584

コールローン 2,470,000 1,970,000

買現先勘定 9,861,753 9,359,055

債券貸借取引支払保証金 － 880,728

買入金銭債権 397,301 418,081

商品有価証券 11 －

金銭の信託 5,828,283 6,616,567

有価証券 139,577,368 132,272,544

貸出金 4,441,967 5,304,494

外国為替 213,924 133,424

その他資産 3,250,444 3,398,938

有形固定資産 192,992 191,241

無形固定資産 53,702 70,399

繰延税金資産 77 213,508

貸倒引当金 △1,055 △1,065

資産の部合計 232,954,480 226,811,503

負債の部

貯金 193,438,613 195,252,106

売現先勘定 19,461,646 16,563,589

債券貸借取引受入担保金 1,514,438 2,033,805

借用金 5,603,600 226,300

外国為替 697 918

その他負債 2,124,978 3,292,077

賞与引当金 7,397 1,669

退職給付に係る負債 134,749 139,742

従業員株式給付引当金 515 251

役員株式給付引当金 365 345

睡眠貯金払戻損失引当金 58,813 55,828

繰延税金負債 306,402 －

負債の部合計 222,652,218 217,566,635

純資産の部

資本金 3,500,000 3,500,000

資本剰余金 3,500,000 3,500,000

利益剰余金 2,414,349 2,474,354

自己株式 △902 △1,623

株主資本合計 9,413,447 9,472,730

その他有価証券評価差額金 1,391,873 274,313

繰延ヘッジ損益 △538,991 △545,360

退職給付に係る調整累計額 3,890 3,040

その他の包括利益累計額合計 856,772 △268,005

非支配株主持分 32,041 40,143

純資産の部合計 10,302,261 9,244,868

負債及び純資産の部合計 232,954,480 226,811,503
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　(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

経常収益 1,555,660 1,550,762

資金運用収益 1,073,344 917,773

（うち貸出金利息） 7,752 7,399

（うち有価証券利息配当金） 1,045,481 885,984

役務取引等収益 118,381 134,759

その他業務収益 94,935 310,713

その他経常収益 268,999 187,515

経常費用 1,161,141 1,206,456

資金調達費用 165,211 314,105

（うち貯金利息） 17,056 9,932

役務取引等費用 22,335 20,551

その他業務費用 50,828 165,055

営業経費 747,127 695,149

その他経常費用 175,638 11,594

経常利益 394,519 344,305

特別利益 6,379 257

固定資産処分益 6,379 257

特別損失 521 352

固定資産処分損 509 351

減損損失 12 0

税金等調整前四半期純利益 400,377 344,211

法人税、住民税及び事業税 93,804 114,250

法人税等調整額 19,545 △24,282

法人税等合計 113,350 89,968

四半期純利益 287,027 254,242

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

△606 6,764

親会社株主に帰属する四半期純利益 287,633 247,478
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

四半期純利益 287,027 254,242

その他の包括利益 △159,982 △1,121,906

その他有価証券評価差額金 △21,106 △1,114,687

繰延ヘッジ損益 △137,916 △6,368

退職給付に係る調整額 △959 △849

四半期包括利益 127,045 △867,663

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 126,852 △877,299

非支配株主に係る四半期包括利益 193 9,636
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　(3) 四半期連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

(時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用)

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。)を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２

項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用

することとしました。これにより、取得原価をもって連結貸借対照表価額としていた一部の投資信託について、

時価をもって連結貸借対照表価額とすることに変更しております。

　


